	教育福祉員会会議録　

	開会日
	平成２５年９月２４日（火）午前１０時　　

	閉会日
	平成２５年９月２４日（火）午後２時４０分

	場　所
	長久手市役所　西庁舎２階　第７・８会議室

	出席委員
	委員長　  原田秀俊　

副委員長　　岡崎つよし
委　　員　　加藤　武　　　川合保生　　　佐野尚人
すえ規代　　　田ひでき

	欠席委員
	な　し

	欠　員
	な　し

	会議事件のため出席した者の職氏名
	市長　田一平
総務部長　水野正志

同次長　川本宏志

収納課収納係長　田　学

財政課長　福岡智浩

課長補佐　出口史朗

福祉部長　山下幸信
同次長　浅井雅代

同次長兼福祉課長　中西直起

福祉課主幹　中野雅夫

専門員　野田　聡

長寿課長　水野敬久

課長補佐　中野智夫
いきいき長寿係長　北川考志

子育て支援課長　福岡隆也

指導保育士　川本さつき

児童館長　松井由子

課長補佐　山端剛史

子ども未来係長　水野真樹
保険医療課長　斉場三枝
国保年金係長　森　延光

医療係長　若杉雅弥

　　　　　　　　　　計　２２名　　　　　　　　　　　　　

	職務のため出席した者の職氏名
	議長　正木祥豊　　
議会事務局長　野田和裕　　　専門員　山田伸恵

	会議録
	下記のとおり


別紙
委員長　　　　開会宣言
認定第６号
長寿課長　　　認定第６号平成２４年度長久手市介護保険特別会計決算認定について説明

加藤委員　　　主治医等意見書作成手数料が約530万円であるが、何件分で、単価はいくらか。

長寿課長　　　1,184件で、単価は3,150円から5,250円である。
加藤委員　　　居宅介護サービス計画給付費が7,282万円であるが、１件の作成費はいくらか。

長寿課長　　　居宅介護サービス計画給付費は、要介護１から要介護５の方対象のケアプラン作成費であるが、１人当たり、１万3,000円から1万4,000円である。

副委員長　　　ケアマネジャーは、市内に何人いて、1人当たりの受持ち人数は何人か。

同課補佐　　　市内のケアマネジャーの人数は把握していない。1人当たり35件までのケアプランを作成できる。

副委員長　　　ケアマネジャーの質や人気に差があるようだが、質の向上の対策はしているか。

長寿課長　　　利用者とケアマネジャーとの相性もある。ケアマネジャーの研修を行うなど、能力向上に努めている。

すえ委員　　　施設介護サービス給付費は23年度と比較すると横ばいであるのに対し、居宅介護サービス給付費が23年度に比べ、20.14%増加している。この現象をどう考えるか。
長寿課長　　　居宅介護サービス利用者数は、施設介護サービス利用者数に比べ伸びている。平成24年度から26年度は介護保険事業計画の第５期であるが、平成27年度からの第６期介護保険事業計画に向け、ニーズを調査し、検討したい。
すえ委員　　　閉じこもり予防事業で、あったか昼食会を実施し、参加者延べ15人増加とあるが、複数参加者はどの程度いるか。また、この事業をもっと周知しないか。
長寿課長　　　年間24回実施しているが、12回を１クールとし、２クール実施している。1クールは同じ方で実施している。あったか昼食会は、福祉の家の娯楽室にて、創作活動、脳トレ等を実施した後、昼食を食べる事業である。あったか昼食会は定員20人の中で、昨年後期は15人であり、５人定員割れであった。今後は、更に、包括支援センター、ケアマネジャーに声がけして周知をしていく。
田委員　　　認知症グループホームの地域密着型介護サービス給付費は、２億5,000万円の支出であるが、現状の稼働率はどの程度か。

同課補佐　　　市内のグループホームは４施設あり、定員９人の施設が２か所、18人の施設が２か所ある。昨年から今年にかけ９人定員の施設１か所において、半分ほど空きがあった。市内のケアマネジャーには情報提供した。
田委員　　　空室があるということは、市内の認知症の方は少ないと言ってよいか。

長寿課長　　　認知症の方は、年々増加している。空きのある所は相談、情報提供を行っていく。
委員長　　　　第５期介護保険事業計画では保険料が上がったが、ヘルパーの生活援助サービスが１回60分から45分に切り下げがあった。介護予防サービス等諸経費全体は、当初予算比73.1%であったのは、この切り下げが影響したのではないか。
長寿課長　　　介護予防費の執行率が低かったのは、２次予防対象者に対してアンケートを実施した中での残額があったためであり、前年と同じ取組みをしている。アンケート実施後はより状況把握でき、平成23年度より進んだ取組みをしている。

委員長　　　　デイサービスへの報酬の切り下げもあったが、市役所への苦情はないか。

長寿課長　　　報酬改定による苦情は、利用者からも事業所からも特にない。

委員長　　　　介護保険特別会計の歳入、歳出差引残額が０円、基金繰入金０円は、通常考えられないが、どういうことか。
長寿課長　　　実質収支は０円である。平成24年度は、歳出が歳入を上回る状況であり、一般会計から繰入れしたためである。

　　　　　　　
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
認定第６号平成２４年度長久手市介護保険特別会計決算認定については、全員が賛成。
認定第６号は、原案のとおり認定

議案第４９号
長寿課長　　　議案第４９号平成２５年度長久手市介護保険特別会計補正予算（第１号）について説明

委員長　　　　一般会計繰出金1,133万円は、償還金228万円に対して5倍であるが、繰出金が多すぎないか。

長寿課長　　　平成24年度の精算分と平成24年度に平成23年度分として一般会計に戻す金額の合計であるからである。平成23年度分は、平成24年度の決算の中で返すべきであるが、歳出が歳入を上回る状況であり、平成24年度の中で戻せなかった分である。

質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第４９号平成２５年度長久手市介護保険特別会計補正予算（第１号）については、全員が賛成。
議案第４９号は、原案のとおり可決
議案第５４号
長寿課長　　　議案第５４号長久手市介護保険条例の一部を改正する条例について説明

加藤委員　　　特例はどういう時のものか。
長寿課長　　　特例基準割合が年7.3%の割合に満たない場合である。特例基準割合は、
平均金利の年平均に年１％を加算した割合である。現行の比率でいくと、
特例基準割合は２％なので、14.6％の割合が、9.3％に下がることになる。

委員長　　　　納期期限１か月以内の規定があるが、２か月ではないか。

長寿課長　　　国の制度で２か月を承知しているが、市は１か月である。納期期限１か
月以内では、4.3％の割合が、3％に下がることになる。

佐野委員　　　対象者はいないか。

長寿課長　　　現在はいない。

質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第５４号長久手市介護保険条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第５４号は、原案のとおり可決

この際、暫時休憩

午前１０時５４分休憩
　　　　　　　
午前１１時５分再開

認定第２号
保険医療課長　認定第２号平成２４年度長久手市国民健康保険特別会計決算認定について説明

すえ委員　　　一般会計繰出金が巨額であるが、想定内であるか。

国保年金係長　予想外に、保険給付費が増加した。

福祉部長　　　結果的に下半期は、上半期ほど保険給付費は伸びず、繰入れはしたが実際には余り、１億2,000万円の実質収支であった。

委員長　　　　所得階層別では所得区分300万円未満の世帯数の累積割合が約73％と大きく、国民健康保険税の収入未済額は、約２億6,744万円であるが、滞納はどの所得階層で発生しているか。

収納課長　　　滞納がどの所得階層で発生しているかの分析はしていない。
委員長　　　　国民健康保険税が払えない人もいる。払えない人には、生活保護や医療費の減免など、法律、規則を使い救済しなくてはいけない。皆保険制度であるが８月には111件の留め置きがある現状をどう考えるか。
収納課長　　　納税折衝の中で、急激な所得の変動があれば滞納処分の停止をする。財産調査し、払込み能力があるか判断し、払えない人には、生活保護や医療費の減免など、福祉課、保険医療課と連携している。
国保年金係長　滞納世帯には通知を送り、短期保険証を発行している。

保険医療課長　短期保険証の発行の趣旨は、接触の機会を増やし、納税相談をするためであり、今後も続けていく。

委員長　　　　国民健康保険未納件数が2,257件であるが、前年度に比べ1,115件減り、件数は33.1％の大幅減、国民健康保険税の徴収率の滞納繰越分は1.84%増加している。不能欠損額の計上は過去５年間で最低額である。どのような対応をしてきた結果であるか。
収納課長　　　平成24年度は未納額が減少している。電話対応、収入調査の結果である。滞納整理機構の実績もある。短期保険証の関係もあり、滞納状況は保険医療課に提供し、引き続き連携していく。
委員長　　　　税も払わない、保険証も取りに来ない人に対し、現場に行って訪問したか。

収納課長　　　臨戸調査はしていない。文書通知、電話での折衝の中で来庁をお願いしている。払いたくても払えない方は停止。払う気がない方は、給与、預金額の調査をし、あれば徴収する。
佐野委員　　　滞納整理機構との連携で実感するものはあるか。
収納課長　　　滞納整理機構については、平成24年度国保税の依頼額2,231万円、収納額1,262万円、56.6%の実績である。出向していた職員が1人戻り、現在1人の職員が出向しているが、滞納整理機構のノウハウはさすがだと実感している。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
認定第２号平成２４年度長久手市国民健康保険特別会計決算認定については、全員が賛成。
認定第２号は、認定
認定第７号
保険医療課長　認定第７号平成２４年度長久手市後期高齢者医療特別会計決算認定について説明
委員長　　　　後期高齢者医療保険料の伸びが前年度比112.25%に上がっているが、どう増加したか。
保険医療課長　平成24年度は２年に１度の保険料の改定があり、1人当たりの保険料と人数が増加した。
委員長　　　　収納率は99.20%である。保険料は1人平均103,374円と負担は軽くないと思うが、高い収納率を維持しているのはなぜか。

医療係長　　　県の収納率99.42％で、長久手市は県内48位。県内順位としては高くない。

委員長　　　　健診受診者は平成23年度956人、平成24年度は1,109人と増加しているが、どんな働きかけをしたのか。

医療係長　　　広報、ホームページ、かかりつけ医を通し、健診の受診をお知らせしている。
佐野委員　　　健診受診率は35.94%であるが、近隣と比較してどうか。

医療係長　　　健診受診率は、県は32.67%である。長久手市は35.94%で県内30位。日進市は33.68％で県内36位、東郷町は32.61％で県内37位、尾張旭市は37.65％県内25位である。

質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
認定第７号平成２４年度長久手市後期高齢者医療特別会計決算認定については、全員が賛成。
認定第７号は、認定

議案第５５号
保険医療課長　議案第５５号長久手市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例について説明

佐野委員　　　対象者はいるか。

保険医療課長　対象者はいない。

質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第５５号長久手市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例については、全員が賛成。
議案第５５号は、原案のとおり可決

この際、暫時休憩

午前１１時５６分休憩
　　　　　　　
午後１時再開
議案第６０号
福祉課長　　　議案第６０号長久手市福祉の家障がい者福祉施設の指定管理者の指定について説明

加藤委員　　　指定管理者の公募はどのように周知し、募集期間はいつか。
福祉課長　　　平成25年５月の１か月間で、広報、ホームページに掲載した。また、事業所が参加する障害者自立支援協議会に提出した。
加藤委員　　　広く公募したのに、応募が１者であったことをどう考えるか。

福祉課長　　　事前の現地説明会には４者申込みがあり３者の参加があった。結果、応募は１者であったが、指定管理の基準に十分かなう事業計画が提出され適切であった。

加藤委員　　　現在、特定非営利活動法人百千鳥という法人は存在するのか。

福祉課長　　　百千鳥はすでに法人として存在し、事業を行っている。指定管理は、平成26年４月からであるが、相談支援事業や日中一時支援事業を行っている。指定管理に必要な管理責任者、資格者については、４月に向けて準備中である。
加藤委員　　　現在のひまわり園の指導者の雇用はどうなるのか。

福祉課長　　　ひまわり園は、嘱託員１名、臨時的任用職員３名がいるが平成26年３月までの雇用である。

加藤委員　　　３年間の指定管理料はいくらか。

福祉課長　　　指定管理料は支払わない。費用は、扶助費として市から支払われる。市が払った扶助費の４分の２は国から補助があり、４分の１は県から補助がある。扶助費の４分の１が市からの持ち出し分となる。扶助費は年間4,200万円である。
田委員　　　特定非営利活動法人百千鳥の法人設立年度と実績はどのようか。
福祉課長　　　法人としては平成24年11月に設立した。長久手市の相談支援事業、日中一時支援事業を平成24年度から行っている。相談支援事業は、長久手市草掛にある事業所「おかげさん」にて実施してきた。日中一時支援事業は、「おかげさん」や長久手市城屋敷にある「EQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps12 \o\ad(\s\up 11(もも),百)」という事業所において行っている。

佐野委員　　　相談を受けて、支援計画を提示し、その先に事業所がある。百千鳥が相談支援事業を行っているということで、入口と出口が同じで競争原理がきかない問題があるが、チェックスキームはあるか。
福祉課長　　　扶助費を支払うので、毎月、半年、年間等の事業報告を求め、疑念が生じないよう福祉課で事業評価を行う。事業報告は、自立支援協議会にも諮る等公開し公平性を保つ。監視だけでなく、社会資源を育てていくよう、問題点や要望を調整していく。
佐野委員　　　扶助費4,200万円ということだが、これまでと金額の違いはどうか。

福祉課長　　　扶助費4,200万円だが、市の持ち出しは、4分の1の1,050万円である。

　　　　　　　これまでのつばさ作業所の指定管理費は1,980万円、ひまわり園は市の直営で4人の人件費は470万円、合計約2,400万円である。2,400万円が1,050万円で済むので、現在の半分以下である。

佐野委員　　　市の負担は今までの半額となるが、総額の経費はこれまでの2,400万円からは4,200万円。この差はどのようになるか。

福祉課長　　　これまでは、つばさ作業所は正職員２名、嘱託員1名、臨時的任用職員２名であったが、新しい施設では、法律で体制が示されているが、正職員だけでも管理者、サービス管理者、生活介護の生活支援員、職業指導員など11名体制となり、通う方においては、より手厚い専門的な対応がとれると考える。

田委員　　　今回１者の応募であったが、指定管理の期間が３年でなく５年であったら、応募が増えたとは考えないか。

福祉課長　　　仮定の話なので、申し上げることができない。

委員長　　　　福祉施設では指定期間３年では安定しない。少なくとも５年、10年間必要だと思うがどうか。

福祉課長　　　福祉施設の指定管理は５年が多いことも承知しており検討したが、これまでは直営であったが、今回初めての指定管理なので、事業展開を見極めるために３年とした。
川合委員　　　これまでつばさ作業所、ひまわり園で働いていた人の雇用が３月までといとだがそれで良いのか。

福祉課長　　　つばさ作業所の正職員は、社会福祉協議会の他の部署の勤務になるが、嘱託員、臨時的任用職員は３月で雇用が切れる。ひまわり園の職員は、退職年齢にあたり３月までである。臨時的任用職員は期間がある雇用なのでやむを得ない。

川合委員　　　雇用がなくなる方が、納得していればいいが、役所としては、何か他に勤務してもらうことはしないか。

福祉部長　　　臨時的任用職員の登録をしていただき、障がい者支援、保育園、児童クラブなどの活躍の機会ができると考える。

佐野委員　　障害者総合支援法のもとで、指定管理にしなくてはいけない制約はあったか。

福祉課長　　　障害者総合支援法の中では制約は無い。

岡崎委員　　　ひまわり園の嘱託員が定年でなかったら、雇用を考えたか。
福祉課長　　　検討したかもしれないが、なんともいえない。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論なし
議案第６０号長久手市福祉の家障がい者福祉施設の指定管理者の指定については、賛成多数。
議案第６０号は、原案のとおり可決
議案第６１号
子育て支援課長　議案第６１号（仮称）市が洞保育園及び（仮称）市が洞児童館の指定管理者の指定について説明

田委員　　　指定管理の期間が３年でなく５年とした理由は何か。

子育て支援課長　利用者との信頼関係を築く期間、人材育成期間、保育という専門的知識を習得する習熟期間として３年では短いと判断したためである。また、指定管理の選定は１年前に行うため、指定管理期間が３年間だと２年目に選定することとなり、短すぎると判断したためである。

佐野委員　　　初めての指定管理ということで、初めは３年間にして、実積を見てから５年にする議論もあったと思うが、そのリスクはどう抑えるか。
子育て支援課長　株式会社ポピンズは、長久手市以外では、保育園と児童館全体を一体的な管理を専門で行っている実績があることから５年とした。
すえ委員　　　募集期間を６月27日から７月４日の１週間しかとらなかった理由は何か。

子育て支援課長　建物の建設工事の契約議案と長久手市保育所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例が６月の議会で議決されてからしか公募できなかったことによるスケジュール上の問題である。
委員長　　　人を相手にする施設では指定管理制度の導入際しては十分検討しなさいという通達は確認しているか。

子育て支援課長　確認している。

委員長　　　今までの保育園の内容を継承できるのか。
子育て支援課長　長久手の保育が継承されるよう協議し、協定書に謳っていく。
委員長　　　　2015年から指定管理及び民間の運営する保育園は、運営費の中から利益を出してもよいことになり、株式配当しても良いことになる。そうなると、保育内容の質、給料や人的育成について、質の低下が心配されるが、どう担保するか。
子育て支援課長　モニタリング結果を踏まえ、保護者の意見を聞くなど、保育の質を下げないようまた、変わらないよう園長会などに出席してもらうよう考えている。
佐野委員　　　２者の応募があった。指定管理者選定委員会の評価結果は、保育園と児童館全体を一体的に管理できる実績があるかという今回一番重要な項目において、株式会社ポピンズよりＡ者の方の点数が高いが、この点について、選定委員会で質疑はあったか。
財政課長　　　特に質疑はなかった。人員の確保が他者よりもポイントが高かった。総合的な判断で決定した。
佐野委員　　維持管理の項目で、株式会社ポピンズは点数が高いが、ＰＲはあったか。

子育て支援課長補佐　事業計画の中で魅力的に感じたのは、平成11年度に、ＩＳＯ、国際基準によるマネジメントシステム、顧客に品質の良いモノやサービスを提供することを取得し、保護者に毎年アンケートも行っており、顧客満足度が上がっている。また、教育サービス事業部も設けて人材育成を行っている点も魅力に感じた。
加藤委員　　　指定管理者選定委員会の委員は何名か。他の指定管理者選定の案件も同じ委員なのか。

財政課長　　　学識経験者５名と公募市民２名の合計７名である。任期は２年で、その間は、このメンバーで行う。

川合委員　　　公設民営保育園と市立保育園の園児募集はどのようにするのか。

子育て支援課長　同じやり方で園児募集を行う。

川合委員　　　同じやり方で募集をするのであれば、保育の内容も同じでなくてはいけないと考えるがどう担保するのか。

子育て支援課長　保育の内容が変わらないよう協定書、仕様書を交わす。

委員長　　　　公立は市へ申込み、民間は直接、申込みではないか。

子育て支援課長　認可保育園については、市が窓口であると確認している。

川合委員　　　指定管理料はいくらか。

同課補佐　　　１億530万円である。5％の税を上乗せした金額である。
質疑及び意見を終了

討論
反対討論なし
賛成討論なし
議案第６1 号（仮称）市が洞保育園及び（仮称）市が洞児童館の指定管理者の指定については、賛成多数。
議案第６１号は、原案のとおり可決
　　　　　　　　　（執行部退席）

この際、暫時休憩

午後２時３分休憩
　　　　　　　
午後２時１５分再開

請願第３号
副委員長　　　請願第３号定数改善計画の早期策定・実施と義務教育費国庫負担制度の
堅持及び拡充を求める請願について説明

質疑及び意見なし
討論
反対討論なし
賛成討論なし
請願第３号定数改善計画の早期策定・実施と義務教育費国庫負担制度の堅持及び拡充を求める請願については、全員賛成にて採択。
請願第４号
委員長　　　　請願第４号私立高校生の父母負担を軽減し、学費の公私格差を是正するために 長久手市独自の授業料助成制度を求める請願について説明

この際、暫時休憩

午後２時２１分休憩
　　　　　　　
午後２時２６分再開

再開

佐野委員　　　国の動向としては、国が新たなスキームを打ち出そうとする方針が示されているところである。この助成は、当時、民主党政権が授業料無償化を打ち出す前に行われていたものである。当時の政権の授業料無償化の施策により市の助成金を上回る支給があるとして、本市としては助成の役目は果たしたとして打ち切られたと理解している。現政権により、新たなスキームが打ち出されようとしている。所得制限はあるが低所得者世帯にはさらに手厚い支給をという方針も示されている。今ここで、本市の助成を決めることは、時期尚早と考える。国の動向が決まってから市の助成を考えるタイミングであると考える。一端、継続審査と考える気はないか。
委員長　　　　民主党政権が授業料無償化施策を打ち出した。また私学に対する支援金

も出てきた。しかし、授業料無償化施策を打ち出した後も、58自治体の内49自治体が私学に通う方へ何らかの助成をしており、助成を復活する自治体がでてきた。また、私学は授業料だけでなく運営費、施設管理費の負担もあり、持ち出しをする家庭が多い。請願が出された以上応援するのが妥当と考え、継続審査は考えていない。
佐野委員　　　政府は910万円以上の世帯に所得制限をするが、月額２万円を支給した世帯にはさらなる補助をする姿勢が示されている。当時市の助成、年間１万2,000円支給された対象世帯は国の方向では、ほとんどの世帯が所得制限にかからないであろうということである。国の動向が示された後は、市の助成を復活した影響がほとんどないという見通しもあるがどうか。
委員長　　　　私学に通う子は、そこに行きたくて通う子もいれば、やむを得ずの人もいる。1997年から所得が下がり、全体の学費負担が大きくなってきている。親御さんは子どもに勉強させたい、能力アップのためにいろいろさせてやりたいとと思うが、家庭の経済状況によって格差が生まれる現状がある。勉強を応援するために、市の助成することに矛盾がないと考える。国も次世代を担う人間として育ってほしいということで、授業料無償化施策を打ち出したわけで、なんら矛盾しない。
佐野委員　　　施設費の負担金とあるが、私立と公立で施設面での格差はある。プール１つとっても、私立のプールはジムのような温水プールのところもあるが、公立は管理費も及ばなくて夏場だけ利用のプールがほとんどである。プール一つとっても格差がある。受益者負担の観点からも施設費負担は当然と言える。学校側は、経営方針によって整備を進めてきたのであるから、施設整備の負担を公費で補おうということは逆の格差を生むのではないか。機会均等をいうのであれば、公立高校の施設整備も含めて進めていかなくてはいけない話になる。
委員長　　　　私学をよくする愛知の父母懇談会の活動では１人当たり２万円の助成を要望されている。所得が低いので、高校生はアルバイトしなくてはいけない。２万円というと時給８００円で２５時間、２週間ほどの労働をしなくてはいけない。施設格差については、私学は経営努力によりなされているところがあるが、公立は教育にかける公費の貧困さから来ていると思う。高校公立高校のＰＴＡの方がエアコン代を支払うということもあるが、これらは、行政がお金を支出しないことに問題がある。わたしは、公立小中学校には、クーラーを設置してほしいという願いをしている。助成について施設格差に関係づけるのは違うと感じる。
質疑及び意見を終了
討論
反対討論
佐野委員　　　国の動向が不確定な要素があるが、方針としては、この請願で求められ助成を上回る国からの負担が期待できるところである今、この請願事項を進めることは時期尚早ではないか。国の動向をみてから市の助成の方向性を見定めてはどうかと考え、継続審査とすべきと考える。
賛成討論
委員長　　　　教育の機会均等が経済の格差によって生じている。ささやかな市からの助成であったが、これを復活する請願を受け止め、市に働きかけることが私たちの役目と考える。次の時代を担う子どもたちが安心して学ぶことができる環境を作っていきたいと考え賛成とする。
請願第４号私立高校生の父母負担を軽減し、学費の公私格差を是正するために 長久手市独自の授業料助成制度を求める請願については、賛成多数にて採択。
次に、閉会中の継続調査について諮る。

　継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査す
ることを委員長が提案する。
　異議ないため、継続調査とし、継続調査申出事件一覧表を委員長から
議長に申し出ることで全委員了承する。
　委員長報告は委員長と副委員長への一任を確認
閉会宣言
午後２時４０分　終了
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。
平成２５年９月２４日
文教福祉委員会委員長　原田　秀俊
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